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「福井新元気宣言」推進に関する施策 
 
 
 「福井新元気宣言」に掲げられた「元気な社会」、「元気な産業」、「元気な県土」、「元

気な県政」の４つのビジョンを着実に実現していくため、県民の理解と参加を得なが

ら、責任を持って職務を遂行し、特に、今年度は、次に掲げる施策・事業について重

点的に実施します。 
 
 平成２１年４月 
 
                福井県教育委員会教育長  広 部  正 紘 
 
 
 
Ⅰ 「新元気宣言」を推進するための２１年度の基本方針 
 

・ 県内外の有識者で構成する「教育・文化ふくい創造会議」において、本県

の教育・文化に関する新たな振興方策を昨年度に引き続き検討し、本県独自

の施策を「教育・文化創造プロジェクト」として速やかに実行します。 
 

・ 学校・家庭・地域が一体となって、子どもたち一人ひとりの個性や能力に

応じて、その可能性を最大限に伸ばす「ていねいな教育」、将来、社会人と

して自立して生きていくために必要な主体性や社会性を育む「きたえる教

育」、「文化・スポーツの振興」の３つを柱に、豊かな人間性を持った魅力あ

る人づくりのための施策を全力で実行します。 

 
・ 昨年実施された学力や体力についての全国調査においても、本県の小中学

生は全国トップクラスの成績を収めました。引き続き、子どもたち一人ひと

りの「総合的な学力」を伸ばすため、教育水準のさらなる向上に努めます。 

 

・ 平成２３年度から完全実施される新学習指導要領への円滑な移行がはから

れるよう、研修会等を通して各学校に指導・助言を行い、教員の指導力向上

に努めます。 
 
・ 子どもたちの理科や数学に対する興味・関心を醸成するため、大学や企業、

民間団体等と共動でサイエンス教育を進めます。また、新たな表彰制度を創

設し、科学者や研究者を目指す子供たちを育成します。 
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・ 不登校の減少を図るため、子どもたち一人ひとりの心のケアを充実すると

ともに、専門家の意見も聞きながら不登校対策を進めます。 
 

・ 本県の子どもたちが、福井の歴史上の人物や白川文字学などを中心に、郷

土の歴史文化等を楽しく学習する機会を通して、郷土の愛着を深めます。 

 

・ 県立音楽堂、学校などでの文化活動を通じ、子どもたちや県民が第一級の

芸術・文化をいつでも身近に体験できる機会を増やします。 

 

・ 第７３回国民体育大会の開催に向けた準備を進めるとともに、県民一人ひ

とりがライフステージに応じてスポーツに親しむ「健民スポーツ運動」を推

進します。 
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Ⅱ ２１年度の施策 
 

 １ 未来を託す教育・親しみ楽しむ県民文化 

 

  ◇ 教育力の向上と文化の創造 

 

   ・「ふくい文化の振興方策」の立案 

県内外の有識者で構成する「教育・文化ふくい創造会議」において、「ふ

くい文化の振興」のテーマについて検討し、本県の独自性を生かした新たな

文化政策を立案します。 

 

 

  ◇ 総合的な学力の向上 

 

   ・「元気福井っ子新笑顔プラン」の推進 

平成２０年度に定めた県独自の学級編制基準「元気福井っ子新笑顔プラ

ン」を引き続き推進し、子どもたちの持つ可能性を最大限に伸ばすことがで

きるよう、さらにきめ細やかな指導を行います。 
また、国に対して、同プランをモデルに学級編制基準の見直しを行うよう

働きかけます。 
 
   ＜「元気福井っ子新笑顔プラン」の概要＞ 
 
 
 
 
 

 

※ 小学校 1・2 年の非常勤講師の配置基準を段階的に見直し、21 年度は 34 人以上の学

級に配置 

      ※ 学校裁量による柔軟な学級編制システムの導入 

 

学級編制基準 学級編制基準 
学年 20 年

度 

21 年

度 

22 年

度 

23 年

度 

学年 20 年

度 

21 年

度 

22 年

度 

23 年

度 

 
 
小

学

校 
1・2 年

3・4年

 5 年 

 6 年 

40 人 

40 人 

36 人 

36 人 

40 人

40 人

36 人

36 人

40 人

40 人

36 人

36 人

40 人

40 人

36 人

36 人

 
 

中

学

校
１年 

2・3 年

 

 

30 人

35 人

30 人 

34 人 

 

 

30 人 

33 人 

 

 

30 人

32 人
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   ・小中学生の学力向上の推進 

児童・生徒の課題を解決する力や、自ら意欲的に学習する力が伸びるよう、

各小中学校の学力向上プランの推進を支援するとともに、活用する力の向上

を図ります。 
また、県学力調査や全国学力・学習状況調査等の結果分析をもとに、本県

独自に開発した教材を活用し、更なる指導法の改善を図ります。 
 
 
 

 

 

 

   ・高校生の学力向上の推進 

学力向上推進委員会により本県高校生の学力の状況を的確に把握し、各学

校の特性に応じて指導方法の改善を図るなど、高校生の学力向上を進めます。 
 

   ・子どもの読書活動の推進 

     子どもが自主的に楽しく読書に親しむ環境を整えるための施策を体系的 
に構築します。 
 また、ＰＴＡ等関係団体と連携し、家庭等にある図書の寄贈や公立図書館 
との連携を深め、学校図書館の充実を図ります。 

 
 
 
 
 
 
  ◇ 外国語（英語）教育 

 

   ・小学校での外国語（英語）指導 

小学校において、モデル校を指定し、英語ノート等を活用した外国語（英

語）活動の推進方策を研究します。 
また、小学校の教員を対象に、英語の指導者養成研修会を開催するととも

に、モデル校の成果を普及し、教員の指導力向上に努めます。 
 
 
 

英語活動の実施時間数                            年間２５時間

「新福井県子どもの読書活動推進計画」の策定 
 
県立図書館の図書貸出冊数（平成２０年度 ８５万６千冊）               ８７万冊 

県学力調査で「授業が分かる」と答える児童・生徒の割合                 

平成２０年度 小学校 ７６．９％                   小学校  ８０％ 

         中学校 ５６．５％               中学校  ６０％ 
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   ・中学校での英語指導 

中学校において、授業中に英語を使用する時間を増やすとともに、英語担

当教員と外国語指導助手（ＡＬＴ）による教授法の共有化を図り、児童・生

徒の英語に対する興味・関心や英会話能力を高めます。 
 
 
 

 

 

  ◇ サイエンス（理科、算数・数学）教育 

 

   ・分かりやすい理科授業 

小学校の理科授業で観察・実験を補助する「理科支援員」の配置や専門的

な内容を分かりやすく教える特別講師の派遣を拡充し、分かりやすい理科授

業を広く行い、理科授業の充実を図ります。 
 
 
 
   ・「ふくいサイエンス寺子屋」の開催 

放課後や長期休業中等に、公民館や児童館など子どもが集まる場所で、科

学実験等を行う「ふくいサイエンス寺子屋」を開催し、理科や算数・数学に

対する興味･関心を高めます。 
 
 
 

   ・世界に通じる知的探究心の育成 

 世界の最先端科学技術を触れ学ぶ「スーパーサイエンスフォーラム」や理

科・数学の応用力や実験力を競う「ふくい理数グランプリ」を開催し、サイ

エンスに対する知的探究心をさらに育成し、国際科学コンテスト等への参加

機運を高めます。 
 また、県内外の大学や企業、民間団体等との連携を図り、本県の中・高校

生が国際的なセミナーや研究機関での研修等に参加する機会をつくります。 
 
 
 
 
 

授業時間の半分以上英語を使用する学校の割合（中学校３年生）          ４９．０％ 
（平成２０年度 ４８．０％） 

「ふくいサイエンス寺子屋」の開催数（平成２０年度 １００か所）        １００か所 

「理科支援員」または「特別講師」の活動学校数（平成２０年度 ７１校）       ８５校 

全国・世界規模の科学技術コンテストへの参加者数（平成２０年度 ５４人）       ６０人 

「ふくい理数グランプリ」への参加者数（平成２０年度 ２０７人）          ２５０人 
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   ・南部陽一郎記念ふくいサイエンス賞（仮称）の創設 

  南部陽一郎博士のノーベル物理学賞受賞を記念した表彰制度を創設し、理

科・数学の研究やコンテストにおいて特に顕著な功績を挙げた中・高校生を

表彰し、先端科学技術の発展に寄与できる人材を育成します。 
 
 

  ◇ 職業意識の醸成 

 

   ・高校生に対する就職支援 

 高校生の就職内定率の向上を図るため、教員による企業訪問や就業体験を 
実施するとともに、就職した卒業生に対してきめ細かなフォローアップを行

い、離職率の低下を図ります。 
 
 
 
  ◇ 楽しい学校づくり 

 

   ・不登校の減少 

不登校の減少を図るため、大学教員や臨床心理士など専門家の意見も聞き

ながら、市町教育委員会とともに具体的な対策を進めます。 
特に、学校では、昨年度作成した学級運営指導書によりスキルアップを図

り、通うのが楽しい学級づくりを進めます。 
また、課題解決プロジェクトチームを設置し、家庭や地域社会における対

策も検討します。 
 

 
 
 
 
   ・スクールカウンセラーの配置の拡大 

「心の専門家」であるスクールカウンセラーの小学校への配置を拡大し、

児童・生徒の心の悩みの解決を図り、不登校やいじめ等の問題に的確に対

処します。 
 
 
 
 

高校生の就職３年後の離職率（平成２０年度 ４３．７％）              ４２％ 

スクールカウンセラー活動校数 
平成２０年度 中学校７６校（全公立中学校）    中学校    ７４校（全公立中学校）

        小学校１１校                          小学校 拡大 ２１校 

不登校児童・生徒数                     

平成１９年度問題行動調査 小学校  １８２人             小学校  １６０人 

      公立のみ  中学校  ６６１人）        中学校  ６３０人 
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     ◇ 魅力ある学校の在り方 
 
   ・県立高校の再編整備 

   生徒一人ひとりにとって最良の教育環境を整備するため、県立高等学校再

編整備計画に沿って、県立高校の再編整備を進めます。 
 
   ・小中学校の統廃合に伴う支援の充実 

 統廃合を行った小・中学校に教員１名を増員し、児童・生徒の新しい学

校での学習や生活を支えます。 
 また、統廃合に伴い、校舎を公民館や自然・農業体験施設などへと改修

するなど、地域の活力の向上やコミュニティ活動の推進を図るために有効

に活用する市町を支援します。 
 
 

  ◇ いつでも身近に福井の文化 

 

   ・「福井子ども歴史文化館」の開館 

次代の福井県を担う子どもたちが、歴史上活躍した人物や、白川静・南部

陽一郎両博士、各分野で活躍する達人の生き方や業績など、郷土の歴史文化

を学び親しむ拠点「福井子ども歴史文化館」を開館します。 
 

   ・「白川文字学」の普及 

全小学校で実施している「白川文字学」を活用した本県独自の漢字学習の

充実を図るとともに、本県独自の漢字学習カリキュラムの開発に向けて研究

を進めます。 

来年４月に「白川静博士生誕百年」を迎え、さらに「白川文字学」の普及

を図るため、記念行事の開催等を検討します。 
 

   ・子どもたちが本物の芸術・文化に直接触れる機会の充実 

県立音楽堂や学校などで、子どもたちが第一級の芸術・文化を直接体験で

きるよう、音楽や絵画等の鑑賞機会を拡充し、気軽に芸術・文化に親しみ楽

しめる機会を増やします。 
 
 
 
 

第一級の芸術文化を直接体験する子どもの数                ６２，０００人 
（平成２０年度 ６０，６９２人）    
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   ・文化財の調査と指定の推進 

県内の文化財について詳細な調査を実施し、歴史的・学術的な価値を明ら

かにします。また、その保存と活用のため、国に対して重要文化財等の指定

を積極的に働きかけます。 
 

   ・「平成ふくい風土記」運動の展開 

「ふくい いろはかるた」の活用・普及をはじめ、祭りや暮らし、歴史な

どを整理・記録し、広く県民に知ってもらえるよう「平成ふくい風土記」運

動を進め、長い歴史の中で培われてきた地域が持つ個性を後世に伝えます。 
 
   ・「ふくい民俗芸能群」の認定 

個々の祭りや民俗芸能、習俗を次世代に守り伝えるため、その特徴ごとに

まとまり（群）として捉え、その価値を顕在化できるよう、「ふくい民俗芸

能群」として認定し、県内外へ情報発信することにより、伝統文化の保存・

伝承を図ります。 
 

 

◇ 「みんながプレーヤー」と「世界を夢見るアスリート」の応援 

 

   ・第７３回国民体育大会の開催に向けた準備 

 ｢国体ビジョン策定委員会(仮称)｣を開催し、｢国体検討懇話会｣から提言さ

れた｢新しい形での国体｣の具体化を検討します。 
また、「スポーツふくい基金」の創設については、「国体ビジョン策定委員会

(仮称)」の議論を踏まえ、引き続き検討していきます。 
 

   ・「スポーツ大好きっ子」の育成 

 スポーツを得意としない児童が、放課後にドッジボールやソフトバレーボ

ールなど身近なスポーツ等を行うことにより、子どもの頃から体を動かす楽

しみを感じ、体を動かす習慣を身に付けるよう支援し、スポーツが大好きな

子どもの育成を進めます。 
 
 

週１回、放課後１時間程度の運動を実施する学校数（２０年度 ８校）          １７校 
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   ・「健民スポーツ運動」の推進 

 県民スポーツ祭における冬季開催種目の充実や、総合型地域スポーツクラ

ブでの交流の促進など、年間を通じて県民の誰もがスポーツやエクササイズ

を生活に取り入れる「健民スポーツ運動」を推進します。 
 
 
 
 
 
 
 
 ２ 女性活躍社会 

 

  ◇ 女性の活躍支援【部局連携】 

 

   ・配偶者暴力対策 

 被害者への相談対応や関係機関連携のためのマニュアルを作成し、被害者

の精神的負担の軽減と、支援手続きの迅速化を図ります。一方、市町に対し

て、自立支援のための相談窓口を一元化するよう働きかけ、自立支援のワン

ストップ化を図ります。 

 また、交際相手からの暴力（いわゆる「デートＤＶ」）が、将来において配

偶者暴力に発展しないよう、予防のための授業を高校において実施します。 

 
 
 

 

 

  ◇ 日本一の子育て応援システム【部局連携】 

 
   ・「放課後子どもクラブ」への支援 

地域の実情に応じて「放課後子どもクラブ」を実施し、子どもの安全・安

心で健やかな活動場所を確保します。また、市町に対して、希望者全員が入

所できるよう空き教室を活用した「放課後子どもクラブ」の新設・拡充を働

きかけます。 
 

 
 

県民スポーツ祭参加者数                       ２８，０００人 
（２０年度 ２７，５００人） 
 
総合型地域スポーツクラブ総数                      １８クラブ 
（２０年度 １７クラブ）  

放課後子どもクラブ実施校区数                  ２０５校区中１９５校区 
（平成２１年度当初 ２０５校区中１９２校区）               （３校区の増）

市町の自立支援相談窓口の体制整備                        全市町 

デートＤＶ予防のため授業を実施した高校数                県内全高等学校 
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 ３ 日本一の安全・安心（治安回復から治安向上へ） 

 

  ◇「安全・安心ふくい」実現プランの実行【部局連携】 

 

   ・安全教育の徹底と安全確保活動の支援 

 教職員等に対する防犯教育講習会の開催やスクールガードリーダーの巡

回による防犯体制および見守り活動の充実など、登下校時を含めた子どもの

安全確保活動を支援します。 
 

 

  ◇ 自然災害に対する安全・安心の確保【部局連携】 

 

   ・公立学校の耐震化の促進 

 学校施設は、児童・生徒の学習の場であり、地域住民の応急避難場所とし

ての役割をも果たすことから、県内の小・中学校の耐震化を促進し、災害時

の安全・安心を確保します。 
 
 
 
 
 ４ 力強いプライドの農林水産業 

 

  ◇ 食育・地産地消の推進と食の安全【部局連携】 

 

   ・おいしいふくいの学校給食の実現 

 栄養教諭が中心となり、地場産農産物を活用した学校給食を通じ、児童・

生徒や保護者に対し食育の大切さを伝えるとともに、食育ボランティアと連

携し、共同調理方式の受配校によりおいしい学校給食を提供します。 
 
 
 

耐震補強工事（平成２０年度 ３５棟）                          ２５棟 

地場産学校給食の実施校数（２０年度 ２７１校）                  ２８２校 

                                       （１１校の増）

学校給食が好きな子どもの割合（２０年度 ６４．１％）              ６７．５％ 

朝食欠食率  （２０年度  １．２％）                      １．１％ 
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○ ４年間の目標数値 
４年間（平成１９～２２年度）の施策を通じて次の目標の実現を目指します。 

指標名 １８年度の現状 ２０年度の現状 ２１年度の目標 
２２年度末 

までの目標 

学級編制基準の見

直し 
－ 

（小 1・2） 

３５人以上の学級に

非常勤講師配置 

（小 5・6） 

３６人学級 

（中 1） 

３０人学級 

（中 2・3） 

３５人学級 

（小 1・2） 

３４人以上の学級に

非常勤講師配置 

（小 5・6） 

３６人学級 

（中 1） 

３０人学級 

（中 2・3） 

３４人学級 

（小 1・2） 

３３人以上の学級に

非常勤講師配置 

（小 5・6） 

３６人学級 

（中 1） 

３０人学級 

（中 2・3） 

３３人学級 

「福井型コミュニティ・

スクール」の実施校

数（小中学校）（※） 

１３３校 
全小中学校

（２８９校）

全小中学校 

（２８５校） 

全小中学校

（２８３校）

学力の向上 

県学力調査で「授

業が分かる」と答

える児童・生徒の

割合 

－ 
小学校  76.9％

中学校  56.5％

小学校   80％ 

中学校   60％ 

小学校 80％以上

中学校 60％以上

英語授業時間の半

分以上英語を使用

する学校の割合（中

学校３年生） 

３９．５％ ４８％ ４９％ ５０％以上

小中学校における不

登校児童・生徒の割

合 

（小学校） 

０．３２％ 

（１６０人） 

（中学校） 

２．４９％ 

（６２６人） 

（21年度に調査）

（小学校） 

０．３４％ 

（１６０人以下） 

（中学校） 

２．５５％ 

（６３０人以下） 

（小学校） 

０．３０％

（１４０人以下）

（中学校） 

２．４５％

（６００人以下）

高校生の就職３年後

の離職率 
   ４２．２％     ４３．７％ ４２．０％     ４０％未満

地場産学校給食の

実施校数（※） 
２４４校 ２７１校 ２８２校 

すべての学校給食

実施校（２９３校） 

学校給食が好きな子

どもの割合 
６３．４％ ６４．１％ ６７．５％ ８０％

放課後子どもクラブ

実施校区数 
１８４校区

１９５校区

（２０８校区中）

１９５校区 

（２０５校区中） 

全小学校区

（２０５校区）

県立音楽堂等で第

一級の芸術・文化を

直接体験する子ども

（小・中・高校生）の

数 

４万６千人／年 ６万人／年 ６万２千人／年 
６万人／年

⇒ ６万５千人／年
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指標名 １８年度の現状 ２０年度の現状 ２１年度の目標 
２２年度末 

までの目標 

県立図書館の図書

貸出冊数 
８６万１千冊／年 ８５万６千冊／年 ８７万冊／年     ９０万冊／年

日本体育協会が公

認する上級指導員・

上級コーチ数 

９１人 ８８人 １０４人 １２０人以上

総合型地域スポーツ

クラブ 
１０クラブ １７クラブ １８クラブ 

１７クラブ

⇒ ２０クラブ

（※）は、「新元気宣言」に記載のある目標数値 


